
令和８年度 さいたま市総合振興計画外部評価委員会（第３回） 

次第 

日時 令和８年８月４日（火） 

                          18 時～ 

場所 大宮区役所２階 大会議室 

 

１ 開会 

 

２ 議題 

 (1)事業に関する意見交換 

   ①ICT を活用できる人材の育成（産学官民連携で取り組むデジタルデバイド対策） 

②「さいたまスポーツシューレ」の活用推進 

    （さいたま市版スポーツオープンイノベーションプラットフォーム（SOIP）の 

構築支援） 

③中小企業の生産性・付加価値向上を通じた成長促進支援 

 

３ 閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 配付資料 〕 
資料１ さいたま市総合振興計画外部評価委員会委員名簿 
資料２ さいたま市総合振興計画外部評価委員会（第３回）席次表 
資料３－１ 「ICT を活用できる人材の育成（産学官民連携で取り組むデジタルデバイド対策）」 

事業の説明シート 
資料３－２ 「ICT を活用できる人材の育成（産学官民連携で取り組むデジタルデバイド対策）」 

事業評価シート 
資料４－１ 「「さいたまスポーツシューレ」の活用推進（さいたま市版スポーツオープンイノベーショ

ンプラットフォーム（SOIP）の構築支援）」 事業の説明シート 
資料４－２ 「「さいたまスポーツシューレ」の活用推進（さいたま市版スポーツオープンイノベーショ

ンプラットフォーム（SOIP）の構築支援）」 事業評価シート 
資料５－１ 「中小企業の生産性・付加価値向上を通じた成長促進支援」 事業の説明シート 
資料５－２ 「中小企業の生産性・付加価値向上を通じた成長促進支援」 事業評価シート 



 

 令和８年度 さいたま市総合振興計画外部評価委員会 委員等名簿  

（敬称略、五十音順） 

氏名 団体名・職等 

阿部 美彌子 市民委員 

石崎 祐子 市民委員 

岩井 優子 さいたま商工会議所女性会 副会長 
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大久保 秀子 浦和大学 副学長 

久保田 尚 埼玉大学 名誉教授 

近藤 拓一郎 国土交通省 関東地方整備局 企画部 事業調整官 

齋藤 明男 埼玉県雇用対策協議会 専務理事 

高橋 みよ子 市民委員 

長野 基 東京都立大学 准教授 

原田 聡 株式会社テレビ埼玉 報道制作局 報道部長 

東谷 良子 埼玉弁護士会弁護士 

松井 直紀 埼玉りそな銀行 さいたま営業部 営業第二部長 

村上 真輝 市民委員 

矢部 沙織 市民委員 

 

【事務局】 

総 合 政 策 監       水 尻 有美香 

都市経営戦略部 副参事   安 井 亮 太 

同       主 査   荒 井 慎太郎 
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資料２
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岩井 優子

AGS株式会社
公共事業本部

公共企画部 部長
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准教授
長野 基

埼玉大学
名誉教授
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※敬称略

第９集会室(55㎡・定員39名)

第８集会室(46㎡・定員39名)

埼玉県雇用対策協議会
専務理事
齋藤 明男

埼玉りそな銀行
さいたま営業部
営業第二部長
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市民委員
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矢部 沙織

株式会社テレビ埼玉
報道制作局 報道部長

原田 聡

市民委員
高橋 みよ子

日時 令和８年８月４日（火） １８：００～
場所 大宮区役所２階 大会議室

都市経営戦略部
副参事

令和８年度さいたま市総合振興計画外部評価委員会 第３回 席次表
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〔背景〕

○社会全体において、急速にデジタル化が進む中、本市としても市民サービスの向上を目的とし、行政手続の

オンライン化をはじめ、行政サービスのデジタル化を進めている。

○その一方、令和5年の内閣府調査によれば、60歳代の約16％、70歳代の51％はスマートフォン等の電子機器を

ほとんど利用していない状況である。（上記数値による市内対象者数は推定約15万名）

○上記の状況を踏まえ、本市としては「誰一人取り残されない社会」の実現のため、誰もがデジタル化による

恩恵を受けられるよう、令和3年度よりデジタルデバイド対策に着手。

〔目的〕

○デジタルデバイド対策を通じて、誰もが等しくオンライン行政サービスの利便性を享受できる環境整備に寄与

する。

○デジタルデバイド対策の推定対象者数の規模に対し、効率的なデジタルデバイド対策の実施に向け、地域ICT

リーダ（※）及びデジタルデバイド対策に関する連携協定を締結している通信事業者との連携を強化する。

※地域の情報化の推進役や相談役となる、いわば「地域のスマホ等の先生」。本市で活動する意欲のある方に

地域ICTリーダ養成講座を受講していただき、市が認定する制度。

（登録者数：348名 ※令和８年度７月24日時点）

〔事業費〕

○3,793千円（うち地域未来交付金充当額：1,359千円）

〔事業開始年度〕

○令和７年度

１ 事業概要（背景・目的・事業費）

２ 事業イメージ

３ 具体的な事業内容

ｐ４ 事業の結果

６ 今後の方向性

○地域ICTリーダや市内各種施設と連携したスマートフォン相談会の実施

・地域ICTリーダや市内の学生から相談員を募集し、６月から３月の10ヵ月間にかけて、年間100回

（各区月１回）以上のスマホ相談会を市内の商業施設や高齢施設、公民館等の公共施設で実施。

○相談会における連携締結事業者で実施するスマートフォン教室の周知

・相談会の来場者に対して、連携締結事業者が市内の店舗で実施するスマートフォン教室のチラシを配布し、

周知、及び相談会来場者の誘導を行う。

○上記を通し、地域ICTリーダのスキルアップや市内での認知度向上、市内各地域におけるデジタルデバイド

対策のニーズ把握、連携締結事業者の事業への流入増加を行い、地域ICTリーダによる地域での自主活動と

連携締結事業者による市内ショップでの教室・相談会を主軸としたデジタルデバイド対策の自走化を目指す。

[相談会の実施による直接的な成果]

○相談会来場者数：1,112名

○上記１点目の課題に対して、施設ジャンルごとの実施回数割振りを見直し、商業施設での実施割合を縮小させ、

より自走化が見込める公共施設や高齢施設での実施割合を拡大する。

商業施設については、自走化の会場候補から、地域ICTリーダの自走化に向けた「地域ICTリーダの市内認知度

向上」のための会場としてへと位置付けを見直す。

○上記２点目の課題に対しては、時期的に落ち込んだ要因を令和８年度の実績も確認しながら分析を行う。

スマホ相談会を実施する以前の令和６年度と比較すると増加はしており、スマホ相談会でのご案内は一定の効

果があると考えられるため、令和８年度も継続する。また、市報での広報を行った月は大きく増加するため、

昨年度は年１回のみの掲載だったが、今年度は４月と１０月の年間２回掲載を行えるよう広報課と調整を行う。

５ 内部評価（成果指標への有効性・貢献度等）
〔有効性・貢献度〕

○地域ICTリーダを相談員としてスマートフォン相談会を実施することで、相談会来場者に対する直接的なデジ

タルデバイド対策につながる。

○市内全域の会場で行うことにより、実施区域のデジタルデバイド対策ニーズの調査及び、地域ICTリーダと

実施会場における活動の自走化につなげることができる。

○相談会において連携締結事業者の事業を周知することにより、当該事業への参加者数の増加につながる。

○地域ICTリーダが相談員を務めることにより、経験値を向上させ、市事業以外で実施する地域ICTリーダに

よる独自の活動の質の向上が図れる。

〔事業の執行過程で判明した課題〕

○令和７年度は地域ICTリーダが自走で活動する会場数が目標に対し未達となった。相談会の実施会場を自走化

後の会場として活用していくことを計画しており、令和７年度は幅広いジャンルの施設において相談会を

実施したが、自走化に至った会場は公共施設のみであり、商業施設では自走化に至らなかった。

○また、連携締結事業者が実施するデジタルデバイド対策への新規参加者数についても未達となった。

令和６年度の実績である1,571名から100名増加させるという目標に対し、相談会の来場者に事業者が実施

する対策についてのチラシをお渡しし、１月までは月当たり約140名の新規参加があったものの、２月から

３月にかけて実績が落ち込んだ。

事業の説明シート●［ＩＣＴを活用できる人材の育成］産学官民連携で取り組むデジタルデバイド対策 [都市戦略本部デジタル改革推進部]

[相談会の実施による事業指標への成果]

○地域ICTリーダが自走で活動する会場数：＋３会場

○連携締結事業者が実施するデジタルデバイド対策への新規参加者数：60名
令和７年度 令和８年度 令和９年度

目標 6 8 10

実績 3 ― ―

目標 1,000 1,200 1,500

実績 1,112 ― ―

目標 90 90 90

実績 96.53 ― ―

目標 100 100 100

実績 60 ― ―
連携協定締結事業者が実施するデジタルデバイド対策への新規参加者数

地域ICTリーダが自走で活動する会場数（増加分）

本事業で実施するスマホ相談会の来場者数

本事業で実施するスマホ相談会の来場者満足度

※地域未来交付金ＫＰＩ（一部）

資料３－１



○連携協定締結事業者が実施するデジタルデバイド対策への新規参加者数（月別推移）

※店舗ごとの数値は部外秘 （単位：人）
202504 202505 202506 202507 202508 202509 2025010 2025011 2025012 202601 202602 202603

160 152 158 158 141 170 114 135 129 122 95 97

○スマホ相談会における地域ICTリーダ・市内学生の関わり・実績

＜関わり＞

・令和７年度より、６月から３月にかけて、各区月１回（年間100回）以上のスマホ相談会を実施

・各相談会には地域ICTリーダ・市内学生を相談員として派遣

・各回で地域ICTリーダと学生を募集し、各回定員３名（学生の場合は４名）で市側で選定し、派遣を行う。

・対応への謝礼として、地域ICTリーダには回ごとに3,000円の謝金の御支払、学生に対してはボランティア証明書を提供。

＜実績＞

・実施回数

地域ICTリーダを相談員とした相談会：100回
学生を相談員とした相談会：４回

・応募者・従事者

地域ICTリーダ：応募者 79名 従事者 76名 ※延べ人数 応募者 565名 従事者 288名
学生 ：応募者 34名 従事者 15名 ※延べ人数 応募者 38名 従事者 16名

●事業の説明シート　補足資料



○スマホ相談会の日程・実施会場 ※地域ICTリーダが相談員を務めたもののみ。学生が相談員を務めたものは、学生の長期休暇に合わせ、８月に２回、１月に２回実施。

・令和７年度

・令和８年度

【6月】

開催区 開催場所 日付

見沼区 ハレノテラス（B棟2階ひだまりルーム） 6月4日(水)

南区 サウスピア（1階） 6月5日(木)

西区 西区役所（1階） 6月9日(月)

大宮区 Mʻs SQUARE 6月13日(金)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 6月18日(水)

中央区 イオンモール与野 6月19日(木)

浦和区 浦和コミュニティセンター（10階） 6月23日(月)

緑区 イオンモール浦和美園 6月25日(水)

桜区 プラザウエスト（1階アトリウム） 6月26日(木)

北区 ステラタウン 6月30日(月)

【7月】

開催区 開催場所 日付

南区 サウスピア（1階） 7月3日(木)

見沼区 片柳老人憩いの家 7月7日(月)

大宮区 大宮区役所（1階氷川の杜広場） 7月8日(火)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 7月16日(水)

中央区 イオンモール与野 7月17日(木)

浦和区 針ヶ谷公民館 7月22日(火)

緑区 イオンモール浦和美園 7月23日(水)

北区 ステラタウン 7月24日(木)

西区 シニアふれあいセンター馬宮荘 7月25日(金)

桜区 プラザウエスト 7月29日(火)

【8月】

開催区 開催場所 日付

西区 西区役所（1階） 8月4日(月)

見沼区 ハレノテラス（B棟2階ひだまりルーム） 8月6日(水)

南区 サウスピア（1階） 8月7日(木)

大宮区 Mʻs SQUARE 8月15日(金)

北区 ステラタウン 8月19日(火)

岩槻区 シニアふれあいセンター槻寿苑 8月20日(水)

中央区 イオンモール与野 8月21日(木)

浦和区 浦和コミュニティセンター（10階） 8月25日(月)

緑区 イオンモール浦和美園 8月27日(水)

桜区 田島公民館 8月29日(金)

【9月】

開催区 開催場所 日付

西区 健康福祉センター西楽園 9月2日(火)

見沼区 健康福祉センター東楽園 9月3日(水)

北区 ステラタウン 9月9日(火)

大宮区 Mʻs SQUARE 9月12日(金)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 9月17日(水)

中央区 イオンモール与野 9月18日(木)

南区 別所公民館 9月19日(金)

浦和区 浦和コミュニティセンター（10階） 9月22日(月)

緑区 イオンモール浦和美園 9月24日(水)

桜区 田島公民館 9月26日(金)

【10月】

開催区 開催場所 日付

見沼区 ハレノテラス（B棟2階ひだまりルーム） 10月1日(水)

南区 文蔵公民館 10月2日(木)

中央区 イオンモール与野 10月16日(木)

大宮区 三橋老人憩いの家 10月17日(金)

西区 健康福祉センター西楽園 10月21日(火)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 10月22日(水)

桜区 田島公民館 10月23日(木)

浦和区 針ヶ谷公民館 10月27日(月)

緑区 イオンモール浦和美園 10月29日(水)

北区 シニアふれあいセンター しもか荘 10月30日(木)

【11月】

開催区 開催場所 日付

見沼区 健康福祉センター東楽園 11月5日(水)

南区 南浦和公民館 11月7日(金)

北区 ステラタウン 11月10日(月)

西区 健康福祉センター西楽園 11月11日(火)

大宮区 Mʻs SQUARE 11月14日(金)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 11月19日(水)

中央区 イオンモール与野 11月20日(木)

浦和区 浦和コミュニティセンター（10階） 11月25日(火)

緑区 イオンモール浦和美園 11月26日(水)

桜区 田島公民館 11月28日(金)

【12月】

開催区 開催場所 日付

北区 ステラタウン 12月4日(木)

西区 健康福祉センター西楽園 12月9日(火)

見沼区 ハレノテラス（B棟2階ひだまりルーム） 12月10日(水)

大宮区 Mʻs SQUARE 12月15日(月)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 12月17日(水)

中央区 イオンモール与野 12月18日(木)

浦和区 浦和コミュニティセンター（10階） 12月22日(月)

南区 西浦和公民館 12月23日(火)

緑区 イオンモール浦和美園 12月24日(水)

桜区 田島公民館 12月26日(金)

【1月】

開催区 開催場所 日付

西区 西区役所（1階） 1月5日(月)

見沼区 健康福祉センター東楽園 1月7日(水)

南区 サウスピア（1階） 1月8日(木)

北区 本郷老人憩いの家 1月19日(月)

大宮区 シニアふれあいセンターあずま荘 1月20日(火)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 1月21日(水)

中央区 イオンモール与野 1月22日(木)

浦和区 浦和コミュニティセンター（10階） 1月26日(月)

緑区 シニアふれあいセンター和楽荘 1月28日(水)

桜区 プラザウエスト 1月29日(木)

【2月】

開催区 開催場所 日付

見沼区 ハレノテラス（B棟2階ひだまりルーム） 2月4日(水)

南区 サウスピア（1階） 2月5日(木)

西区 西区役所（1階） 2月9日(月)

大宮区 Mʻs SQUARE 2月13日(金)

北区 プラザノース 2月17日(火)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 2月18日(水)

中央区 イオンモール与野 2月19日(木)

浦和区 浦和コミュニティセンター（10階） 2月24日(火)

緑区 イオンモール浦和美園 2月25日(水)

桜区 プラザウエスト 2月26日(木)

【3月】

開催区 開催場所 日付

見沼区 健康福祉センター東楽園 3月4日(水)

南区 サウスピア（1階） 3月5日(木)

西区 西区役所（1階） 3月9日(月)

岩槻区 WATSU（東館1階中央エスカレーター前） 3月11日(水)

大宮区 大宮区役所（1階氷川の杜広場） 3月12日(木)

中央区 イオンモール与野 3月18日(水)

北区 プラザノース 3月19日(木)

浦和区 浦和コミュニティセンター（10階） 3月23日(月)

緑区 イオンモール浦和美園 3月25日(水)

桜区 プラザウエスト 3月26日(木)

【6月】

開催区 開催場所 日付

岩槻区 シニアふれあいセンター槻寿苑 6月2日(火)

北区 宮原公民館 6月4日(木)

西区 健康福祉センター西楽園 6月5日(金)

桜区 シニアふれあいセンター寿楽荘 6月10日(水)

見沼区 春岡公民館 6月11日(木)

大宮区 Mʻs SQUARE 6月15日(月)

浦和区 浦和コミュニティセンター 6月19日(金)

緑区 尾間木公民館 6月22日(月)

中央区 鈴谷公民館 6月25日(木)

南区 別所公民館 6月26日(金)

【7月】

開催区 開催場所 日付

北区 宮原公民館 7月2日(木)

西区 健康福祉センター西楽園 7月3日(金)

岩槻区 シニアふれあいセンター槻寿苑 7月7日(火)

桜区 シニアふれあいセンター寿楽荘 7月8日(水)

見沼区 春岡公民館 7月9日(木)

大宮区 Mʻs SQUARE 7月15日(水)

浦和区 浦和コミュニティセンター 7月17日(金)

中央区 鈴谷公民館 7月23日(木)

南区 別所公民館 7月24日(金)

緑区 尾間木公民館 7月27日(月)

【9月】

開催区 開催場所 日付

岩槻区 シニアふれあいセンター槻寿苑 9月1日(火)

北区 宮原公民館 9月3日(木)

西区 健康福祉センター西楽園 9月4日(金)

桜区 シニアふれあいセンター寿楽荘 9月9日(水)

見沼区 春岡公民館 9月10日(木)

大宮区 Mʻs SQUARE 9月15日(火)

浦和区 浦和コミュニティセンター 9月18日(金)

中央区 鈴谷公民館 9月24日(木)

南区 別所公民館 9月25日(金)

緑区 尾間木公民館 9月28日(月)

【10月】

開催区 開催場所 日付

北区 宮原公民館 10月1日(木)

西区 健康福祉センター西楽園 10月2日(金)

岩槻区 シニアふれあいセンター槻寿苑 10月6日(火)

見沼区 春岡公民館 10月8日(木)

桜区 シニアふれあいセンター寿楽荘 10月14日(水)

大宮区 Mʻs SQUARE 10月15日(木)

浦和区 視覚障害者サポートセンターすきっぷ 10月16日(金)

中央区 鈴谷公民館 10月22日(木)

南区 別所公民館 10月23日(金)

緑区 尾間木公民館 10月26日(月)

【11月】

開催区 開催場所 日付

西区 シニアふれあいセンター馬宮荘 11月6日(金)

岩槻区 岩槻本町公民館 11月11日(水)

見沼区 大砂土東公民館 11月13日(金)

桜区 土合公民館 11月16日(月)

南区 六辻公民館 11月18日(水)

中央区 イオンモール与野 11月19日(木)

浦和区 針ヶ谷公民館 11月20日(金)

緑区 シニアふれあいセンター和楽荘 11月26日(木)

大宮区 シニアふれあいセンターあずま荘 11月27日(金)

北区 調整中

【12月】

開催区 開催場所 日付

岩槻区 岩槻本町公民館 12月9日(水)

見沼区 大砂土東公民館 12月11日(金)

西区 シニアふれあいセンター馬宮荘 12月15日(火)

南区 六辻公民館 12月16日(水)

中央区 イオンモール与野 12月17日(木)

浦和区 針ヶ谷公民館 12月18日(金)

桜区 土合公民館 12月21日(月)

緑区 シニアふれあいセンター和楽荘 12月24日(木)

大宮区 シニアふれあいセンターあずま荘 12月25日(金)

北区 調整中

【1月】

開催区 開催場所 日付

見沼区 大砂土東公民館 1月8日(金)

岩槻区 岩槻本町公民館 1月13日(水)

浦和区 針ヶ谷公民館 1月15日(金)

桜区 土合公民館 1月18日(月)

西区 シニアふれあいセンター馬宮荘 1月19日(火)

南区 六辻公民館 1月20日(水)

中央区 イオンモール与野 1月21日(木)

大宮区 シニアふれあいセンターあずま荘 1月22日(金)

緑区 シニアふれあいセンター和楽荘 1月28日(木)

北区 調整中

【2月】

開催区 開催場所 日付

桜区 土合公民館 2月3日(水)

岩槻区 岩槻本町公民館 2月10日(水)

見沼区 大砂土東公民館 2月12日(金)

西区 シニアふれあいセンター馬宮荘 2月16日(火)

南区 六辻公民館 2月17日(水)

中央区 イオンモール与野 2月18日(木)

浦和区 針ヶ谷公民館 2月19日(金)

緑区 シニアふれあいセンター和楽荘 2月25日(木)

大宮区 シニアふれあいセンターあずま荘 2月26日(金)

北区 調整中

【3月】

開催区 開催場所 日付

岩槻区 岩槻本町公民館 3月10日(水)

見沼区 大砂土東公民館 3月12日(金)

桜区 土合公民館 3月15日(月)

西区 シニアふれあいセンター馬宮荘 3月16日(火)

南区 六辻公民館 3月17日(水)

中央区 イオンモール与野 3月18日(木)

浦和区 視覚障害者サポートセンターすきっぷ 3月19日(金)

緑区 シニアふれあいセンター和楽荘 3月25日(木)

大宮区 シニアふれあいセンターあずま荘 3月26日(金)

北区 調整中

【8月】

開催区 開催場所 日付

岩槻区 シニアふれあいセンター槻寿苑 8月4日(火)

北区 宮原公民館 8月6日(木)

西区 健康福祉センター西楽園 8月7日(金)

桜区 シニアふれあいセンター寿楽荘 8月12日(水)

見沼区 春岡公民館 8月13日(木)

大宮区 Mʻs SQUARE 8月14日(金)

浦和区 浦和コミュニティセンター 8月21日(金)

緑区 尾間木公民館 8月24日(月)

中央区 鈴谷公民館 8月27日(木)

南区 別所公民館 8月28日(金)
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●「さいたまスポーツシューレ」の活用推進
（さいたま市版スポーツオープンイノベーションプラットフォーム（SOIP）の構築支援）

１ 事業概要（背景・目的・事業費）

２ 事業イメージ

３ 具体的な事業内容

ｐ４ 事業の結果

６ 今後の方向性

〔背景〕

○ さいたま市は、平成29年度よりさいたまスポーツシューレの構築を推進

①スポーツ人材の育成、②持続可能なスポーツ環境の整備、③スポーツビジネス・スポーツ産業の創出・

活性化を目的とし、スポーツを「する場」「学ぶ場」の確保と、企業や大学、団体等が持つ最新の知見や

技術の「実証の場」を目指している。

○ スポーツ庁は、令和３年度から、スポーツを核とした地域活性化の実現に向け、「スポーツオープンイノベ

ーション推進事業（地域版SOIPの先進事例形成）」を推進。プロスポーツチーム等をイノベーションプラ

ットフォームとする、国内各地域における地域版SOIPの構築に向けた基盤整備を推進。

⇒・令和３年度より、さいたまスポーツシューレの目的③スポーツビジネス・スポーツ産業の創出・活性化を

実現するため、「さいたま市版ＳＯＩＰ」の構築に着手。

〔目的〕

○ 社会課題の解決や新たなコミュニティの創出、関係人口の

創出・拡大に寄与する。

○ スポーツ産業をはじめとする新産業の創出及び既存産業の

活性化により、さいたま市がスポーツビジネスにチャレン

ジしやすいまちとなることを目指す。

〔事業費〕

○ 令和７年度 12,446千円

（うち新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）充当額：5,000千円）

〔事業開始年度〕

○ 令和３年度

○オープンイノベーションプログラムの実施

※一般社団法人さいたまスポーツコミッション（SSC）を運営主体として実施

①令和６年度に組成したコンソーシアム２件のうち１件については、市場展開型テストマーケティングの支

援を実施し、令和７年１０月からビジネス展開に至った。他の１件については、ワークショップによるテ

ストマーケティング等の支援を実施した。

②新たなビジネスモデルの構築として、推進テーマに沿った共創事業者の募集テーマや共創するアスリート

等を設定した上で、事業者とのマッチングから、プロトタイプ（試作品・試作モデル）の開発、テスト

マーケティングまでの取組に対する支援を実施した。

○支援事業の参加企業数 ８社

・上記３②に係る参加企業数 ８社

※上記３①に係る参加企業については、

令和６年度の実績として計上済み

○テストマーケティング数 17件

・上記３①に係る件数 13件

・上記３②に係る件数 ４件

○新たなビジネスモデルの構築として実施したプログラムについては、市場化を目指し必要な支援を継続する。

○民間事業者のみならず、大学等、本事業に参画する企業や団体の更なる拡大を図ることで、幅広いプラット

フォームの構築に努め、企業ニーズに応じたコンソーシアムを組成する。

○事業の実施に当たっては、ビジネス創出の観点に加え、市のブランドイメージ向上や市民のウェルビーイング

向上等に寄与することを意識しながら取組を推進し、スポーツ振興や地域活性化を果たすとともに、社会課題

や地域課題の解決に貢献できるよう取り組んでいく。

○さいたまスポーツシューレにおける、スポーツビジネス・スポーツ産業の創出・活性化の実現に向け、引き続

きSSCを主体としたさいたま市版SOIP事業を展開していく。

５ 内部評価（成果指標への有効性・貢献度等）

〔有効性・貢献度〕

○スポーツの場におけるオープンイノベーションを促進し新たな価値を創出することで、企業誘致や新規創業等、

市内外からの新たなヒト、モノ、カネによる好循環を生み出すことができ、市の魅力の向上や関係人口の拡大

に貢献できる。

○スポーツと広範な分野の連携を通じた総合的なまちづくりを推進し、このことを適切に情報発信していくこと

で、成果指標「「スポーツの盛んなまち」と感じている市民の割合」の拡大に貢献できる。

〔事業の執行過程で判明した課題〕

○令和６年度に組成したコンソーシアムに係る支援については、ビジネス展開まで至った案件があったものの、

事業の収益性や規模等を理由に新規雇用の創出や企業誘致の成果を上げることができなかった。しかしながら、

新たなビジネスモデルの構築については、支援事業の参加企業数は達成できなかったものの、計画通りテスト

マーケティング等を実施することができたため、支援を継続していくことにより、最終的に新規雇用の創出や

企業誘致の成果につなげていくところである。

事業の説明シート〔スポーツ文化局スポーツ部スポーツ政策室〕

（ア）市内未活用アセットを活用したスポーツ

分野での連携創出

（イ）With/afterコロナ時代を見据えた新たな

スポーツ産業のモデル組成

（ウ）スポーツテックを活用したヘルスケア

産業の創出

（エ）女子スポーツを軸とした新事業の創出

（オ）新たな部活動の形

さいたま市版SOIP構築に向けた推進テーマ

令和３年度 方向性の整理

令和４年度 取組方針策定・プログラム実施支援

令和５年度 SOIPの構築及び本格運用

令和７年度 SOIP本格運用

○現状・課題の分析、整理

○テーマ（案)の設定

○テストマーケティング調査（テーマ(案)の検証）

○さいたま市版SOIP構築に向けた方向性の整理 等

○さいたま市版SOIP構築への取組方針策定

・５つの推進テーマ（下記参照）を設定

○テーマ毎の参画企業・団体等の発掘 等

○スポーツビジネスに関心のある企業の更なる発掘

○推進テーマに即したプログラムの実施

・コンソーシアムの組成

○オープンイノベーションプログラムの実施

・市場展開型テストマーケティング

・ビジネス展開及び新たなビジネスモデルの構築

令和６年度 SOIP本格運用

○オープンイノベーションプログラムの実施

・テストマーケティングの実施

・新たなビジネスモデルの構築

令和８年度以降 SOIP本格運用

○オープンイノベーションプログラムの実施

ＫＰＩ
令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標 20人 20人 20人
実績 0人 0人 0人
目標 2件 2件 2件
実績 0件 0件 0件
目標 30社 10社 10社
実績 31社 20社 8社
目標 5件 5件 5件
実績 1件 6件 17件

新規雇用者数

企業誘致件数

支援事業の参加企業数

テストマーケティング数
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１ 事業概要（背景・目的・事業費）

①窓口相談（訪問相談・専門家派遣含む）

市内中小企業の抱える課題のワンストップ窓口として、窓口相談を実施。相談内容から、各企業の本質

的な経営課題を抽出し、②～⑥までの各種支援につなげるもの。

②ブランディング支援

販売戦略策定から有効なプロモーション方法の模索、実施までを専門家が伴走支援を行うことで、付加

価値向上に向けたブランディング支援を実施するもの。

③ＤＸ推進支援

補助金の交付等を通じて、ＩＴツールを導入支援、及びＤＸによる新事業開発に取り組む企業の後押し

を行うことで、デジタル化による業務効率化とＤＸによる生産性・付加価値向上を支援するもの。

④脱炭素推進支援

ＧＸに向けた専門家による伴走支援や新製品や新サービスの開発をする際に活用できる補助金を交付す

ることで、市内企業のＧＸ推進及び積極的なビジネスモデルの変革を促すもの。

⑤副業・兼業人材活用支援

市内企業と高度な技術・知識をもつ副業人

材をマッチングすることで、人手不足への

対応と迅速な経営課題解決を目指すもの。

⑥高付加価値サービス創出支援

業種を超えた企業等とのコミュニティの場

の提供及びマッチング支援を行うとともに、

マッチング後の共同プロジェクトを進めるため

の資金を補助することで、、異業種連携によ

るシナジー効果を生み出すもの。

２ 事業イメージ

３ 具体的な事業内容

ｐ４ 事業の結果

６ 今後の方向性

５ 内部評価（成果指標への有効性・貢献度等）

事業の説明シート●［中小企業の生産性・付加価値向上を通じた成長促進支援］中小企業支援事業 経済局商工観光部企業成長推進課

〔背景〕

○2025年の春季労使交渉では、2年連続で5％台の賃上げが実現した。また、中小企業においても賃上げ

率が4.35％と高水準となるなど、賃上げの動向が見られる。

○一方、物価高騰が賃上げの伸びを上回ったことから、実質賃金については前年の2024年から0.5％の

減少となり、４年連続での前年比マイナスとなった。加えて、市内の生産年齢人口は2025年をピーク

に、総人口は2035年をピークに減少していくことが予測され、市内市場の縮小が懸念される。

○このような不確実な社会情勢においても、持続可能な地域経済活性化を実現するべく、さいたま市で

は令和３年度から「中小企業の生産性・付加価値向上を通じた成長促進支援」を開始。

〔目的〕

○生産性・付加価値向上支援を通じて、市内中小企業の経営安定化による持続的な成長に寄与する。

〔事業費〕

○296,539千円（うち地方創生推進交付金充当額：41,112千円）

〔事業開始年度〕

○令和６年度

公益財団法人さいたま市産業創造財団と連携し、以下の事業について実施。

○窓口・訪問相談

○専門家派遣

○金融機関等と連携した課題解決支援

○ＤＸ推進支援

○その他、生産性・付加価値向上につながるブランディング支援や高付加価値サービス創出支援など

[支援実績]                      [事業としての目標指標に対する結果]

○窓口・訪問相談：1,064件 ○支援実施時に設定した目標を達成した企業の割合：100%

○専門家派遣：21件 ○ＤＸ支援を通じて生産性向上を達成した企業の割合95.6％

○金融機関と連携した成長支援：227件

○ＤＸの伴走支援：35社 [地方創生交付金ＫＰＩ]

○ＤＸ人材育成セミナーの開催：５回

○ＤＸ推進補助：29件

〔有効性・貢献度〕

○ＤＸ推進支援や専門人材の活用支援、脱炭素推進支援、ブランディング支援等を通じて、生産性向上

を促進し、市内企業の収益力強化と高付加価値型経営への転換を後押ししている。

○市内企業の「稼ぐ力」の向上が図られ、外部環境の変化にも対応できる経営基盤の強化につながり、

成果指標である「法人市民税（法人税割）の納税義務者数」の増加に寄与しているものと考える。

〔事業の執行過程で判明した課題〕

○各種支援を実施していく中で、ＤＸ、新商品開発、ブランディング等を各会社が自立して実施して

いけるように、企業の人材の育成支援が必要不可欠である。

○支援制度の認知度向上を図り、より多くの事業者の活用につなげていくことが課題である。

○社会経済情勢の変化に伴い、企業を取り巻く環境やニーズは多様化するとともに、求められる対応の

高度化や迅速化が進んでいくため、支援内容や手法を適宜見直しながら、効果的な支援を展開してい

く。

○活用事例や支援効果の発信に努めるとともに、企業ニーズに応じた支援を実施することで、制度の認

知度向上及び利用促進を図る。

令和６年度 令和７年度 令和８年度
目標 20 20 30
実績 660 426 -
目標 3 3 3
実績 4.58 6.02 -
目標 20 20 20
実績 48 37 -

地域における新規雇用者数（人）

労働生産性平均向上率（％

副業人材・異業種企業等とのマッチング件数（件）

分

子

分

母
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